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１．第５次エネルギー基本計画の内容
・本文は１０５ページに及ぶ詳細な記述。
・今回の改定は基本的に前回計画の踏襲とみられて
いるが、右の目次に示したように黄色部分は前回か
らの修正箇所であり、現状認識を反映している。
・要点を「あとがき」から下記する。
１）２０３０年エネルギーミックスの実現と脱炭素化に
向けた２０５０年シナリオを統合した計画

２）福島事故を踏まえた原発依存の低減と再生可能
エネルギーの拡大を目指す中で我が国のエネル
ギー環境の特殊性も考えての対応を展開

３）再エネと原子力によるゼロエミッションを目指す
中で、産業競争力強化につながるエネルギー転
換・脱炭素化に挑戦

４）本格的な科学的レビューメカニズムを導入する中
で、エネルギー転換・脱炭素化につながるあらゆ
る選択肢に関して、官民協調の開発プロジェクト
を立ち上げ、国際協力体制を構築

５）エネルギー転換投資を促す政策を展開する。エ
ネルギー産業の体制強化をはかり、エネルギー
転換に向けた金融対話も実行
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２．第５次エネルギー基本計画の真意？

本エネルギー基本計画は政府の制約の中でのギリギリの政策展開である
がその中で下記のような真意も見える。
１）「原子力は可能な限り削減する」の真意
福島事故以前の2010年は原子力25％であった。これを2030年では２０
～２２％に削減した。削減は2050年に向けてではないとの解釈。

２）再生可能エネルギーはＦＩＴ無しでの経済的自立化を目指すことの真意
わが国ではＦＩＴ無しでの自立化はかなり困難とみられており、この中で
再可能エネルギーの伸び悩みを予見しているのはないか。

３）パリ協定の８０％削減の本気度
次ページに示すように世界各国の削減表明値は単なる意気込みに過ぎ
ない。我が国としてはどう臨むのか。電源の高騰への配慮が必要。

４）再生可能エネルギーに注力する真意
世界的ブームの中で技術的ブレークスルーが起きないとも限らない。我
が国としてもこれに遅れない対応が必要。

５）原子力問題が言及されていないことの真意
現状は言えないが第6次に向けて手を打つ。今回の次世代炉開発への
官民協調政策はその一つか。

６）エネルギー転換投資政策を展開することの真意
原子力の新増設投資が可能となるような政策展開もその中に織り込ま
れるのではないか。
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３．第5次エネルギー基本計画の問題点

１）．坂根会長（エネ調基本政策調査会）のコメント（平成３０年５月１６日）

・今回は２０５０年も視野に入れた点が前回と異なる。

・技術という点ではこれまで日本は比較的優位を保ってきたが、このまま推移する

と２０５０年には日本に何の技術も残らなくなるのが心配。

・先のビジネスが見えないと研究開発も進まず、投資機関も金を貸さない。

・投資が行われているのは殆どが太陽光発電。それも中国向けが多く、日本が

リードする再エネ新技術も見えていない。

・原子力や高効率火力など高技術と人材が失われていくことに大きな危惧がある。

・これまで情勢懇以来何回も政治が原子力から逃げるなと言ってきたが、行政の

人はそこの部分をどうしても突破できない。

・日本に技術が残らずに再エネだけで何兆円もの金が失われ、すごい金額になる。

・２０５０年に向けて本当に日本ならではの新たな技術に目をつけ、そこに」投資をし

ていくように変えるべきだ。
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２）．２０３０年電源ミックス実現の問題点

２０３０年電源ミックス 火力５６％、再エネ２３％（水力９．０、太陽光７．０、風力１．７バ

イオ４．３、地熱１．０））、原子力２１％の問題点を考える。

火力、安定再エネ、原子力もそれぞれ設備利用率があるが、その分は設備を増やすこ

とで必要発電量を賄うことができる。しかし変動再エネについては設備利用率が極端

に少なく、設備を過大にしなければならない。どれだけ過大にするかというと太陽光、

が主体なので太陽光で考えると設備利用率は約１３％なので電源ミックスの８．７％を

賄うには、設備としては4７％分（需要率７０％）が必要になる。この設備が夏の最大発

電時に余剰電力を生み出す。試算によると調整電源を火力と安定再エネとした場合、

最大需要時には余剰は発生しないが。週末の需要が減る時には発電量の約１７％が

余剰になる。この余剰電力をどうするかであるが一番簡単なのはカットすることだがそ

れでは変動再エネ８．７％を守れなくなる。余剰電力を蓄電池にためて必要時に放出

する方法であるが、これもコストへの影響が多く現実的ではない。蓄電量の評価につい

てはシミュレーションによる年間余剰電力量の評価が必要である。

2050年ではさらに再エネ拡大の方向であり、その主力は変動再エネであることを考え

ると問題は一層深刻になる。電源ミックスを火力１／３、再エネ１／３、原子力１／３の

ｹｰｽを考えると夏の太陽光の最大発電時で、最大需要時でも発電量の３４％が余剰電

力になる。このことは変動再エネの拡大には大きな問題があることが解る。
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３）．エネ基、情勢懇における再エネ自立化の問題点。

・エネ基では2030年に向けては再エネの経済的自立を目指すとしている。経済的

自立とはＦＩＴ支援なく他電源と競合できるようにするということだが、実際には再

エネのコスト低減が進まず、目標を達成できない可能性がある。

・情勢懇では2050年に向けては経済的自立はもとより、変動再エネについては蓄エ

ネ設備を備えた変動を吸収した完全自立化を目指すとしている。このために蓄電

池の最適容量を決める手法を紹介しているが、具体的数値はなくイメージ図と

言いながら蓄電池量を2日分としている。この二日分の蓄電池により発電単価は

95円／ｋＷｈなるとしている。これを目標単価に引き下げるには、蓄電池価格を

１／２８にしなければならないとしている。ところが実際の事例に基づくシミュレー

ションを行った新田目論文では55日分が必要としており、米国での論文では

60~70日分が必要としており、2日分とは約30倍の開きがる。30倍と考えると発電

単価は約3000円／ｋＷｈとなり、蓄電池価格も１／８４０にしなければならないこと

を示している。

アゴラの池田信夫氏は「経済産業省の試算では、再エネ+蓄電池だけで電力

供給を実現するには、今の1/28になる必要があるが、蓄電池の技術革新は遅い。

楽観的な予想でも、蓄電コストは2020年代に今の半分になる程度だ。」とのべて

いる。この資エネ庁の１／２８が独り歩きしている。
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４）．火力頼みの問題点

再エネの伸び悩み、原子力再稼働の遅れな
どの帰結として火力頼みが長期化する可能
性があるが火力にどこまで頼めるのか。

右図は日経エネルギーＮｅｘｔ(2018/4/24)に掲

載された供給計画である。右上図は予備率を
示しているが、2021年に８．１２％でぎりぎりで

ある。問題は昨年の計画では１０．７％であっ
たが、1年間で２．６ポイント下降した点にある。

更に来年はもっと下降する可能性もあり、予
備率不足に陥る可能性を指摘している。

この原因は新電力に顧客を奪われた大手電
力の自社需要が減り、経営上の判断から余
剰発電所を休止させるケースが年々増えてき
ているからと分析されている。

右下図は新増設分と休廃止分を昨年と今年
の比較で示している。青い曲線は、増設ー休
廃止を示しているが、今年は昨年に比べてマ
イナスが拡大している。

新増設の中で石炭火力が４割程度を占めて
いるが、近年石炭火力への投資が困難に
なっている点も懸念される。
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４．蓄電技術に向けてのチャレンジ
１）．蓄電池の開発

電中研の池谷知彦氏は次のように指摘している。（原子力国民会議セミナー講演）

・低炭素社会の実現には高効率な技術と低炭素化電源の組み合わせ利用が重要。

・電力供給・系統の安定化を備えた電源の低炭素化には電力貯蔵システムは不可欠。

・蓄電池の高性能化は、まだ、進展途上。課題は多くあるが、可能性は広がっている。

・安全と低コスト化、延命活用が課題。

以上からわかるように現状はいろいろな可能性を探る研究段階であり、大規模な

実用段階に至る道筋は見えていない。

２）．水素による蓄電技術の開発

変動再エネの余剰電力を利用して水分解等により水素を発生させ燃料として利用し、発

電する方法であるが、効率が非常に悪いことと貯蔵・輸送の困難もあるが、」ドイツでは

ガスパイプライン網に入れて活用することが試みられているが、我が国ではガスパイプ

ライン網の整備が不十分でこれも困難。（次ページのドイツ・我が国ガスパイプライン網

の比較参照）
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５．調整電源には何が考えられるか

・変動再エネが過大になった時にそれを生かすためには安定電源側の発生電力を引き
下げて対応する必要がある。このために使用する電源を調整電源という。
・調整電源としてはＣＯ２を発生する火力が最も適しており、現在も使用されている。しかし
火力には系統安定化のための役割もあり、最低でも火力発電量の３０％程度は確保する
必要があるとされている。
・次に考えられるのは揚水である。わが国の揚水発電所は４０ケ所あり、２６００万ｋＷと
いう世界最大規模の容量がありこれを活用すべき。これまでの夜間揚水（原子力）→
昼発電から昼揚水（変動再エネ）→夜発電方式に改めることも検討すべき。しかし揚水
発電の設備利用率は３％程度と非常に低く、どこまで寄与できるか疑問も残る。
・水力の利用も考えられる。ダムに余力のある水力については発電を止め、貯水量を増加
させる対策は有力である。
・バイオ・地熱等の安定再エネの利用はせっかくの安定再エネでありもったいない。
・原子力の利用等も考えられるが、ＣＯ２フリーの安定電源であり、発電コストに占める
建設費の割合が大きく、調整電源として使用することによる利用率の低下によるコスト
アップが大きくなる問題がある。更に原子力の場合は我が国では一定出力で運転すこ
とが行われており、これを変更するには実証研究や設置許可のやり直し等の問題がある。
原子力は調整電源とするのではなく、調整力を利用すべきだ。調整力とは定期検査時期
を太陽光発電の高い６，７，８月に行うことで調整力を発揮できる。原子力の半数をこの時
期に集中させれば可成りな調整力になると考えられる。
・以上の状況を考慮すると調整電源は火力と水力とすべきである。
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６．我々として何をなすべきか

１）資エネ庁の今後の計画
右図に示す計画では、年内に2030・
2050年の全体像を示すことになって
いる。年度内には2050年長期視点
（情勢懇）の議論を纏め、来春には
分科会報告とりまとめとしている。
我々もこの動向に注目し、必要によ
り適宜提言などを提出していくべき。

２）ドイツではなく英国に学ぶべき
・ドイツでは右図に示すように2010
→2015年で再エネを３倍以上に増
やし原子力を3４％減少させた。そ
の結果としてＣＯ２排出量は殆ど
減少せず発電単価は４０円／kWh
と高騰している。
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・英国では右図に示すように2010→2015 
で再エネを3.2倍に拡大し、原子力も
1.13倍に拡大し、火力は３５％減少させ
る政策をとっている。その結果として
ＣＯ２は３０％削減に成功し、発電単価
も27円／ｋＷｈにとどまっている。
ドイツでは原子力を今後順次閉鎖する
政策としているが、英国では新規原発
の建設計画を推進中である。建設予定
地はヒンクリーポイント、アングルシー
島が挙げられている。後者のアングル
シー島計画では日立製作所のＡＢＷＲ136万ｋＷ2基が検討されている。英

国政府はＦＩＴ方式での建設を予定している。日立側としては原発リスクを避
けるために、融資条件、ＦＩＴ価格、資本参加条件等について交渉を進めてい
る。3兆円とも言われている建設費（建中利子含む）の債務保証2兆円は英

国政府、残りの１／３は日立、１／３は英国企業等、１／３は日本企業等で
負担する計画としている。。それに加えて日立ではＦＩＴ価格の引き上げと資
本は49%以下にして本体との連結業績を避ける方向での条件交渉を行って

いるという。わが国で今後原発建設を行うには同じように政府がコミットした
対策が必要になろう。
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３）我々としてなすべきことは？
・英国はわれわれと同じように島国である。電力網やガスパイプラインはョー
ロッパと連携されているが、状況によっては切断される恐れもあり、独自エネ
ルギー政策が必要となっている点では我が国と状況が似ている。英国に学
ぶ要点は何か？私はｷｰﾎﾟｲﾝトとして下記2点を挙げたい。
①再エネ優先社会の中では、再エネ／原子力の協調路線を考える。
②発電単価は個々の電源ごとで考えるのではなく、電源ミックスとしての発
電単価で評価し、ベストなものを追求する。

①としては再エネを拡大する方針の下で、ＣＯ２削減の方向での原子力拡大、
火力減少の可能性を検討する。原子力の調整力も活用する。

②としては2030年電源ミックスを出発点として、再エネ拡大、原子力拡大、火
力減少の一つの可能性として各々１／３ずつの電源ミックスも検討する。

・変動再エネが増えると、余剰電力の発生が増える。（２０３０年電源ミックスで
も発生する）これを吸収するには蓄電システムが必要であるが、現状では技
術的問題や価格が非常に高く実用段階にはなっていないし将来的にも実用
の可能性は低いと考えられる。そうなると余剰分はカットするのが一番考え
やすいが、それでは再エネの％を守れない。％を守るためには再エネ設備を
必要以上に拡大するしかない。この状況をシミュレーションで明らかにする。
・以上の検討は広範な専門家の力も借りる必要がある。また政策面では経団
連、電事連、自民党の方達との連携も必要になるであろう。

14

１４


